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～ 遺言書の限界について ～

遺産相続について、生前に準備をすべきだと考える方が増え、公正証書遺言の作成件数も年間１０万件
を超える件数になってきております。遺言書には判決と同様の法的効果があるので、その遺言内容に
従った遺産分割を行うことができます。正しい遺言書を準備することで、ほとんどの場合ご自身の希望を
叶え家族にも感謝され、多くの遺産相続争い（争族）を避けることができます。
しかし、遺言書があれば、すべての遺産分割のトラブルを未然に防ぐことができるとは限りません。
遺言書があっても起きうるトラブルを考え、遺言書の限界についても理解しておくことが大切です。

遺言の内容を無視することもできる
遺言書は、遺産分割について強い法的効果があるものです。しかし、受遺者（遺言で財産をもらう人）が遺贈の放棄を
して、相続人の全員が合意すれば、遺言の内容を無視して、相続人全員で遺産分割協議をすることができます。
遺言の内容に不服な相続人は、遺言書を無視して遺産分割協議をするよう要望してくることもあります。相続人全員が
遺言の内容に納得するとは限らないため、遺言書により法的に遺産分割を決定することができたとしても、遺言とおり
の遺産分割を推し進める事で遺族が仲違いになることもあります。

遺留分の減殺請求をされる
相続人には、遺産相続ができる最低保証額というものが定められています。　これを「遺留分」といいます。遺留分は、
法定相続分の１／２とされています。（相続人が親だけの場合、１／３、兄弟姉妹は遺留分はなし）
この遺留分を侵害する遺言書が作成された場合でも、遺言自体は有効でその内容通り遺産分割はされます。
しかし、その侵害された遺留分については、金銭等での補償を求められてしまいます。これを「遺留分の減殺請求」と
いいます。せっかく遺産分割で揉めないように遺言書を書いたのに、遺留分で係争になることもあり得ます。

二次相続までは指定できない
遺言では、自分の財産を誰に帰属させるかを決められますが、その先までは決められません。自分の遺産を、「まずは
妻に相続させ、妻が亡くなった後は長男に相続させる」というようなことまでは決められません。たとえば、再婚されて
いるケースで、老後の生活のためも後妻に財産は残したいが、後妻が亡くなったときには子供（先妻との子）に財産を
相続させたいと思っても、遺言では、自分の遺産を「妻に相続させる」ことまでしか決められません。

専門家に相談することで対策を！！
遺言の内容を無視されないためには、信頼できる遺言執行者に選任することが考えられます。また、遺留分の減殺請求

を防ぐには、そもそも遺留分を侵害しないような遺言内容にするか、遺留分の減殺請求がされたとしても、金銭等で

その支払がスムーズにできるように、遺留分の対象にならない生命保険金を上手く利用（生命保険金の受取人を

「遺留分の請求を受ける人」にする）するなど工夫が必要です。なお、二次相続まで指定したいというケースは、

やはり遺言では限界がありますが、民事信託（家族信託）を活用することで希望の遺産相続を行うことができます。

◆各仲介営業店舗責任者から皆様へ、
     今年度繁忙期への抱負。
◆～遺言書の限界について～


